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概要
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概要

都市経済学における古典的なモデルから導き出された結論を、定量的空間モ

デル（QSM）で再検証する理論研究。

具体的には、都市部への雇用の集積について、様々なパラメータにより職

場・居住地選択の挙動がどう変化するのかを分析している。
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新規性

古典的な問いに対して、QSMを用いた・

QSMは実証的な調査に多く用いられるモデル。あえて定型化した地理条件

で用いることで、その場所に特異な結論を排除し、構造的な特徴を明らか

にする

異質性のパラメータを０にすると、古典的なモデルと比較することができ

る
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古典的なモデル
Ogawa & Fujita (1980)

QSM

空間設定 連続的で一様 離散的

地理的な優位性の記述
一様なため、困難

中心は外生的に与えられる
効用と生産性が異なる

選択の異質性 なし あり

選択 居住地 職場と居住地

用途 理論的 実証的

解法 数値的 解析的



結果

・様々なパラメータについて空間的な均衡を統一的に記述できる

・古典的なモデルで考えられてきた要因に対し、新たな示唆を与えた

・平衡の安定性に関して新たな判定法を提案した
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パラメータ 結論

居住者の場所選好の異質性 平均的な中心への選好と、雇用の集積につながる

通勤コスト 居住と雇用を分散させる可能性がある

地理的な優位性（古典的）

規模の経済（古典的） 雇用を分散させる

外部波及効果（古典的） 雇用を分散させる



モデル
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モデルの前提

◼ 土地は 𝑿 = 𝑿−𝟏, 𝑿𝟎, 𝑿𝟏 . 𝑿−𝟏 = 𝑿𝟏となり対称的

◼ 土地が離散的である点が、古典的な都市経済学と異なる

◼ 集中と分散を表すうえで必要十分なモデル

◼ 各世帯 𝝂 ∈ 𝟎, 𝟏 は連続値を取り、居住地𝒊と職場𝒋を選択する

◼ 選好は異質的⇒ QSMの特徴. 古典的な都市経済学では均質だった

◼ モデルはすべて静的
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変数

変数 定義式 意味

𝑚 𝑚 ≡
𝑀0

𝑀1
中心と周辺の居住者数の比（residence）

𝓁 ℓ ≡
𝐿0
𝐿1

中心と周辺の就業者数の比（employment）

ℎ ℎ ≡
𝐻0
𝐻1

中心と周辺の住宅地面積の比（residential land）

𝑛 𝑛 ≡
𝑁0
𝑁1

中心と周辺の商業地面積の比（commercial land）

𝑤 𝑤 ≡
𝑊0

𝑊1
中心と周辺の賃金の比（wages）

𝑟 𝑟 ≡
𝑅0
𝑅1

中心と周辺の地価の比（land rents）
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※小文字は、周縁部に対する中心部の相対値を表す。



パラメータ

パラメータ 定義式 意味

𝜀 𝜀 ∈ [0,∞) 居住者の場所選好の異質性を表す. 選好が均質→ 𝜀増加

𝜏 𝜏 ∈ 1,∞ 通勤コストを表す. コストなし→ 𝜏 = 1. コスト大→ 𝜏増加

𝑐 𝑐 ≡
𝐶0
𝐶1

地理的な優位性
𝑐 < 1 →周縁で優位性大, 𝑐 > 1 →中心で優位性大

𝛾 𝛾 ∈ 1,∞ 規模の経済の大きさ

𝛿 𝛿 ∈ 0,∞ 外部波及効果の大きさ

𝛼 – 生産に対する投入労働量の寄与の大きさ

𝛽 – 消費に対する地代への支出の度合い
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Difinition 1

均衡状態において以下の4つが成り立つことが必要

1. Utility maximization

すべての世帯は効用が最大となるように職場・居住地・住居・消費を選

択

2. The first-order conditions

企業はすべての場所でコストを最小化する

3. Zero-profit conditions

完全競争において、企業の利益は0（売上＝コスト）

4. Land market clearing

すべての場所で土地は居住地か企業地のいずれかである
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• QSMでは各世帯は選好の異質性を持つ

• 𝑧𝑖,𝑗は居住地iと職場jの組み合わせに対する選好

• 選好の行列はフレシェ分布に従う。

• 𝜀が増加すると選好の異質性が減少する

選好の異質性 12



通勤コスト

◼ 住-職のペアに対する通勤コストを考える。

◼ 住・職が同じ場所のコスト1、距離1の通勤コスト𝜏、距離2の通勤コスト

𝜏2

◼ 𝜏 = 1で通勤コストはなし.𝜏が大きいほど通勤コストが大
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Utility maximization

◼ 住・職ペアについての、選好を考慮した居住者の効用v

◼ Vもフレシェ分布に従う

◼ 各世帯において、収支の一致を前提とする

14

フレシェ分布
に従う

選好 効用 収入

通勤コスト 地代

←消費に対する、地代への
支出の度合いを表すパラメータ

選好を
踏まえた効用



Utility maximization

◼ 各世帯は効用が最大となるような住・職のペアを選択する

◼ フレシェ分布の性質から、住職選択確率sは効用vの大きさに比例する
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Utility maximization

文字 定義式 意味

𝜀 𝜀 ∈ [0,∞) 居住者の場所選好の異質性を表す. 選好が均質→ 𝜀増加

𝜏 𝜏 ∈ 1,∞ 通勤コストを表す. コストなし→ 𝜏 = 1. コスト大→ 𝜏増加

𝜙 𝜙 ≡ 𝜏−𝜀 ∈ 0,1
通勤コストと選好異質性を統合した空間割引係数

通勤コスト大 or 選好が均質 → 𝜙低下

𝜔 𝜔 ≡ 𝑤𝜀 = ቇቆ
𝑊0

𝑊1

𝜀
相対賃金を選好の異質性で補正した指標

𝜔 > 1 →中心の賃金が高い

𝜌 𝜌 ≡ 𝑟 −𝜀𝛽 = ቇቆ
𝑅0
𝑅1

−𝜀𝛽
相対地価を住宅需要と選好の異質性で補正した指標

𝜌 > 1 →中心の地価が安い
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Utility maximization

それぞれの土地の居住・雇用の大きさ（人数）について以下の関係が成り

立つ

17

居住

雇用

制約条件



Land market clearing

土地取引は迅速に行われるので、すべての土地は居住地か商業地かのいず

れかである（＝土地市場の透明性）。

18

居住地 商業地



生産性

文字 定義式 意味

𝑌𝑗 式(11)
その土地での生産関数

生産性A・投入労働量L・投入した土地Nと弾力成分αで決まる

𝐴𝑗 式(12) その土地での生産性（TFP）

𝑐 𝑐 ≡
𝐶0
𝐶1

地理的な優位性
𝑐 < 1 →周縁で優位性大, 𝑐 > 1 →中心で優位性大

𝛾 𝛾 ∈ 1,∞ 規模の経済の大きさ

𝛿 𝛿 ∈ 0,∞ 外部波及効果の大きさ

𝛼 – 生産に対する投入労働量の弾力成分
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生産 生産性

投入
労働量

投入
土地

生産に対する投入労働量の寄与



The first-order conditions

企業はコストを最小化することを目指す。生産量一定のもとで下記が成立。

コストが最小であるためには偏微分が０となる(𝑡ℎ𝑒 𝑓𝑖𝑟𝑠𝑡 −

𝑜𝑟𝑑𝑒𝑟 𝑐𝑜𝑛𝑑𝑖𝑡𝑖𝑜𝑛𝑠)

コスト関数 𝐶𝑜𝑠𝑡 = 𝑊𝑗𝐿𝑗 + 𝑅𝑗𝑁𝑗の一階偏微分が0, 𝑌𝑗 = 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
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Zero-profit condition

市場が完全競争ならば企業の売上＝費用となる（利潤が０となる）。

21

TFPの比率𝑎 ≡
𝐴0

𝐴1
に関して以下の式が成立



Difinition 1

均衡状態において以下の4つが成り立つことが必要

1. Utility maximization

すべての世帯は効用が最大となるように職場・居住地・住居・消費を選

択

2. The first-order conditions

企業はすべての場所でコストを最小化する

3. Zero-profit conditions

完全競争において、企業の利益は0（売上＝コスト）

4. Land market clearing

すべての場所で土地は居住地か企業地のいずれかである
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Lemma1

以上の式を解くことで、𝑀, 𝐿, 𝐻,𝑁は𝜌,𝜔で表される
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雇用の中央への集中を評価する

式(18)より、中央の相対雇用は以下の通り表される。

中央の相対雇用は相対賃金𝑤が上がると増え、相対賃料𝑟が上がると減る。

（中央の雇用の集積の度合い𝑙は、𝑤と𝑟によって決まる）

また、𝜔の定義を思い出すと、選好の異質性𝜀が賃金比に対する雇用比の弾

力性といえる。
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文字 定義式 意味

𝜀 𝜀 ∈ [0,∞) 居住者の場所選好の異質性を表す. 選好が均質→ 𝜀増加

𝜔 𝜔 ≡ 𝑤𝜀 = ቇቆ
𝑊0

𝑊1

𝜀
相対賃金を選好の異質性で補正した指標

𝜔 > 1 →中心の賃金が高い

𝜌 𝜌 ≡ 𝑟 −𝜀𝛽 = ቇቆ
𝑅0
𝑅1

−𝜀𝛽
相対地価を住宅需要と選好の異質性で補正した指標

𝜌 > 1 →中心の地価が安い



解法
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土地の用途ごとの需要を評価する

𝛼𝛽

1−α
は生産に対する住宅・商業用地

の支出の比を表す。地代は一緒なの

で、土地面積（需要）の比と一致す

る。
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パラメータ 定義式 意味

𝛼 – 生産に対する投入労働量の寄与の大きさ

𝛽 – 消費に対する地代への支出の度合い

𝜂 𝜂 ≡
𝛼 𝛽

1 − 𝛼

生産における住宅地と商業地の相対的土地需要比率
𝜂大→住宅需要大, 𝜂小→商業需要大基準: 𝜂 = 0.375

企業（生産＝コスト）

家計（収入＝消費）

生産 生産性

投入
労働量

投入
土地

生産に対する投入労働量の寄与

住宅用地商業用地 その他の消費

1-α

α

β



Proposition1

𝛿 = 0において、以下の2式が成立することが、内部均衡であるための必要

十分条件
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Market-cleaning locus 𝜔 = 𝑓(𝜌) 28



Market-cleaning locus 𝜔 = 𝑓(𝜌)

均衡状態において以下の3つが成り立つことが必要

1. Utility maximization →式(18)⇒(21)

すべての世帯は効用が最大となるように職場・居住地・住居・消費を選

択

2. The first-order conditions →式(13)

企業はすべての場所でコストを最小化する

4. Land market clearing →式(10)

すべての場所で土地は居住地か企業地のいずれかである
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Zero-profit locus 𝜔 = 𝑔(𝜌)

TFPの比率𝑎 ≡
𝐴0

𝐴1
の定義式(12)から、式16が成立
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Zero-profit locus 𝜔 = 𝑔(𝜌)

均衡状態において以下の3つが成り立つことが必要

1. Utility maximization →式(18)⇒(21)

すべての世帯は効用が最大となるように職場・居住地・住居・消費を選

択

2. The first-order conditions →式(13)⇒(14)

企業はすべての場所でコストを最小化する

3. Zero-profit conditions →式(14)⇒(15)

完全競争において、企業の利益は0（売上＝コスト）
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Proposition1

f(x)=g(x)となるとき、Definition1の4条件をすべて満たす

⇒均衡点と言える

1. Utility maximization

2. The first-order conditions

3. Zero-profit conditions

4. Land market clearing

32

𝜔 = 𝑔(𝜌)

𝜔 = 𝑓(𝜌)

4条件をすべて満たす均衡点

ω

ρ
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𝜔 𝜔 > 1 →中心の賃金が高い

𝜌 𝜌 > 1 →中心の地価が安い

赤⇒ｆ水色・青・紺⇒g

水色⇒ 𝛾 ≅ 𝛾𝑚, 紺⇒𝛾 ≪ 𝑜𝑟 ≫ 𝛾𝑚



fの挙動

ｆは減少関数

賃金𝑊0↑

⇒式(13)より商業地を増やす（生産に対する投入労働力が相対的に減る）

家計は収入が増えるので、居住地にかける金額が増える

⇒即ち、居住地・商業地いずれの需要も増えるので、land market clearを成

り立たせるために、地代は高騰する

34



ｇの挙動

規模の経済の生産性への寄与γが小さい

⇒賃金上昇によるコスト増大を、地代を安くすることで相殺したい

⇒賃金と地代との間には負の関係

規模の経済の生産性への寄与γが大きい

⇒賃金上昇によるコスト増大以上に、生産性が向上。生産＝コストとするた

めに、地代を高騰させることで、コストを増やす

⇒賃金と地代が正の関係

35



解について

このあとの章で説明するので省略

２つの閾値があり、４つの異なる均衡状態を持つ領域に分けることができ

る。

36



解の安定性の評価

【従来手法】ex. 勾配法

反復的なアルゴリズムにより収束した均衡を安定とする

初期値や条件式の定義によって違いが生じる

【提案手法】

均衡から外れるように少数の家計を移す。その家計が戻ろうとする（戻っ

たほうが効用が高くなる）かで判断する。

静的なモデルである／直感的な定義／解析可能により採用した。
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集積の影響がない場合
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集積による生産性への寄与がない

地理的優位性、規模の経済、外部波及効果✕を仮定

39

パラメータ 定義式 意味

𝜀 𝜀 ∈ [0,∞) 居住者の場所選好の異質性を表す. 選好が均質→ 𝜀増加

𝜏 𝜏 ∈ 1,∞ 通勤コストを表す. コストなし→ 𝜏 = 1. コスト大→ 𝜏増加

𝑐 𝑐 ≡
𝐶0
𝐶1

地理的な優位性
𝑐 < 1 →周縁で優位性大, 𝑐 > 1 →中心で優位性大

𝛾 𝛾 ∈ 1,∞ 規模の経済の大きさ

𝛿 𝛿 ∈ 0,∞ 外部波及効果の大きさ



Proposition 2

1. 内生的（＝雇用が0の地点がない）均衡に達する

2. 中央は周縁部より、賃金が安く、地代が高くなる

3.
1 − 𝛼

𝛼𝛽
>

𝜀

1 + 𝜀
が成立するとき、中央は周縁部より雇用が多い

4. 選好が均質なら、居住地と職場は一致し、雇用はそれぞれ1/3

40



解析的に解く

𝑉 =
𝑊

𝑅𝛽
として、以下の効用最大化問題を解く。

すべての居住者を中心(27)または周縁部(２８)においたときの効用の期待値

41



解析的に解く

• 中心部の効用が大。同様の議論から、雇用は中心部のほうが効用が大。

雇用と居住が中心部に集積する

• 𝜏 = 1 𝑜𝑟 𝜀 → ∞で(27)(28)は一致。

42

通勤コスト・異質な選好のみにより
居住・雇用が中心に集積する

通勤コスト・異質な選好いずれかがない場合には
集積は起こらず、均質になる



解析的に解く

3.
1 − 𝛼

𝛼𝛽
>

𝜀

1 + 𝜀
が成立するとき、中央は周縁部より雇用が多い

居住・産業両方にとって、周縁部の豊富な土地は分散の要因

⇒どちらの土地需要の大きさが相対的に大きいかで中心部の集積が決まる

⇒1-α:生産に対する商業用地の需要が大きいときに、生産活動は中央に集積

43



地理的な優位性

44



地理的優位性がある

地理的優位性◯／規模の経済、外部波及効果✕を仮定

45

パラメータ 定義式 意味

𝜀 𝜀 ∈ [0,∞) 居住者の場所選好の異質性を表す. 選好が均質→ 𝜀増加

𝜏 𝜏 ∈ 1,∞ 通勤コストを表す. コストなし→ 𝜏 = 1. コスト大→ 𝜏増加

𝑐 𝑐 ≡
𝐶0
𝐶1

地理的な優位性
𝑐 < 1 →周縁で優位性大, 𝑐 > 1 →中心で優位性大

𝛾 𝛾 ∈ 1,∞ 規模の経済の大きさ

𝛿 𝛿 ∈ 0,∞ 外部波及効果の大きさ



Proposition3

閾値 ҧ𝑐 > 0が存在し、以下が成立

1. c→0で周縁のみに等しい雇用

2. 𝑐 < ҧ𝑐で周縁のほうが雇用が多い

3. 𝑐 = ҧ𝑐で雇用が一様分布

4. 𝑐 > ҧ𝑐で中心のほうが雇用が多い

5. 𝑐 → ∞で雇用が中心のみ

46



証明の方針

𝜔 = 𝑔(𝜌)のグラフが上に動くと、fは減

少関数なので、解は左に移動する

𝑙(𝑐)は増加関数 and 極値(1)(5)より証明で

きる
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考察

1. 居住分布・通勤については言及していない

2. 地理的優位性と均衡の結果との関係を表している点で既往研究を拡張し

ていると言える。
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外部波及効果

49



集積の効果がある

地理的優位性:任意／規模の経済、外部波及効果◯(いずれも0の近傍) を仮定

50

パラメータ 定義式 意味

𝜀 𝜀 ∈ [0,∞) 居住者の場所選好の異質性を表す. 選好が均質→ 𝜀増加

𝜏 𝜏 ∈ 1,∞ 通勤コストを表す. コストなし→ 𝜏 = 1. コスト大→ 𝜏増加

𝑐 𝑐 ≡
𝐶0
𝐶1

地理的な優位性
𝑐 < 1 →周縁で優位性大, 𝑐 > 1 →中心で優位性大

𝛾 𝛾 ∈ 1,∞ 規模の経済の大きさ

𝛿 𝛿 ∈ 0,∞ 外部波及効果の大きさ



Proposition4

1. 𝑙( ǁ𝑐) = 1となるような ǁ𝑐について、𝑐 > ǁ𝑐ならば規模の経済φの上昇に伴い

中心部の雇用が増加する。 𝑐 < ǁ𝑐ならば規模の経済の上昇に伴い、周縁

部の雇用が増加する。

2. 中心部の雇用は、δ=0.37を頂点とする上に凸な関数となる

51

規模の経済が大きくなることで、雇用における地理的な優位性が助長され
る。

外部への波及効果は大きくなると集積せず、やがて雇用は均一な分布とな
る。



証明の方向性 52

δ=0.37を頂点とする上に凸な関数

下線部を1階微分をすることでわかる。



考察

既存研究では、外部波及性を実証的に検証してきたが、この値が0.37を上

回っているのかについては言及がない

1. 広告業界では少ない距離で波及効果が0となる→ δ<0.37

2. 映画ソフトではゆるやかに現象→ δ>0.37

3. 漁業や造船はもっとも外部波及効果がなかったが、δの値と言うよりむ

しろ、初期の条件（地理的要因）による影響が大きい
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規模の経済

54



規模の経済

地理的優位性✕／規模の経済◯／外部波及効果✕を仮定

55

パラメータ 定義式 意味

𝜀 𝜀 ∈ [0,∞) 居住者の場所選好の異質性を表す. 選好が均質→ 𝜀増加

𝜏 𝜏 ∈ 1,∞ 通勤コストを表す. コストなし→ 𝜏 = 1. コスト大→ 𝜏増加

𝑐 𝑐 ≡
𝐶0
𝐶1

地理的な優位性
𝑐 < 1 →周縁で優位性大, 𝑐 > 1 →中心で優位性大

𝛾 𝛾 ∈ 1,∞ 規模の経済の大きさ

𝛿 𝛿 ∈ 0,∞ 外部波及効果の大きさ



Proposition 5

1. 内生的な均衡解が存在

2. コーナー均衡が2つ存在。即ち、雇用が中心だけor周縁部だけも均衡点

3. いずれの均衡でも、居住者はどちらの場所にもいる
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閾値について

規模の経済の影響が(1)小さい： γ < γ𝑚 =
α

ε
,(2)中程度： 𝛾𝑚 < 𝛾 < 𝛾𝑠, (3)大

きい𝛾 > 𝛾𝑠の3つの場合に分けられる。

• 𝛾𝑠 = 0 𝑤ℎ𝑒𝑛 𝜀 ⟶ ∞.選好異質性がないなら、弱い規模の経済が存在しな

い。経験的に𝛾𝑠は[0.085, 0.12]

• 𝛾𝑠は𝛾(𝜌)の極大値。経験的に約0.4を取る

• 既往研究でγは[0.05, 0.30]と推定されている。小さい・中程度の規模の経

済は存在し、大きい規模の経済は存在しないとは言えない。
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小さな規模の経済

Proposition6

1. ただ一つ内点解が存在する

2. 投入する企業用地が大きいときには、中心部のほうが郊外よりも雇用

が大きく、地代が上がり、賃金も上がる

∵規模の経済✕のときと同様、中心部に対する平均的な選好

⇒規模の経済により、より中心部に集積。地代が上昇

⇒それ以上に生産が増加するので、収支０のために賃金も上昇
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小さな規模の経済

a. 𝜌𝑚 < 𝜌𝐿：通勤コストが大きいor産業用地需要が小

c. 𝜌𝑚 > 𝜌𝐿：通勤コストが小さいand産業用地需要が大

いずれの場合も、規模の経済の効果↑は、中心部への

集積を助長する

cの場合、居住地・職場の分離が容易。規模の経済の効

果↑が職住の分離と雇用の集積を助長する

59

規模の経済γ↑
雇用の集積が進む

規模の経済γ
によらない

𝜔 𝜔 > 1 →中心の賃金が高い

𝜌 𝜌 > 1 →中心の地価が安い



小さな規模の経済 60

雇用の集積が進むçç



中くらいの規模の経済

Proposition7

b. 𝜌𝑚< 𝜌𝐿：解を3つもつ

i. 中央の賃金も地代も高い

ii. 弱い規模の経済と近く、中央の賃金も地代も周縁部と違いが小

iii. 中央の賃金も地代も低い

d. 𝜌𝑚 > 𝜌𝐿：解を一つもつ

61

ⅱ

ⅲ

ⅰ



中くらいの規模の経済

• 閾値を少し超えた時の様子で特徴づけられる

• 𝜌𝑚 > 𝜌𝐿のときには、雇用する場所がγに対して敏感に変化する

• 規模の経済の影響が大きくなると、一様分布に近づく

62

均一へ



大きな規模の経済

Proposition8

ただ一つの内点解を持つ。𝛾↑に伴い𝑙は減少し、𝛾 → ∞で𝑙 = 1（雇用が中心

と周縁部とで均一）になる。
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均一へ



通勤コストと選好の異質性

64



通勤コストと選好の異質性 65

パラメータ 定義式 意味

𝜀 𝜀 ∈ [0,∞) 居住者の場所選好の異質性を表す. 選好が均質→ 𝜀増加

𝜏 𝜏 ∈ 1,∞ 通勤コストを表す. コストなし→ 𝜏 = 1. コスト大→ 𝜏増加

𝑐 𝑐 ≡
𝐶0
𝐶1

地理的な優位性
𝑐 < 1 →周縁で優位性大, 𝑐 > 1 →中心で優位性大

𝛾 𝛾 ∈ 1,∞ 規模の経済の大きさ

𝛿 𝛿 ∈ 0,∞ 外部波及効果の大きさ



通勤コストと選好の異質性

• 通勤コストがない(=1)or発散している場合には、雇用は分散

• 選好の異質性がない（=0)or発散している場合には、雇用は分散。ただし

前者は職住が一致する場合のみに対し、後者はすべての組み合わせが一

様。

• いずれも中間的な値で、雇用の集積を生み出す
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通勤コストと選好の異質性

• 通勤コストの減少により分散が生じる。Cf. アメリカτ=1.12

• 通勤コストの分析では、選好の異質性パラメータにより大きな影響を受

ける

• 異質性が高いか低い場合には分散し、中程度だと集積をうながす
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結論

68



結論

• 規模の経済の生産性への影響が大きい場合、雇用はむしろ分散する

• 生産性の外部波及効果は雇用を分散させる

• 地理的な優位性は集積を促す

• 職・住の選好が異質な居住者集団は雇用・居住地は平均的に中心部を好

み、中心部の集積を促す

• 規模の経済の生産性への影響は、複数の均衡点をもつ場合がある。実証

的な研究の際にはパラメータの推定が重要である
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所感

• 一つの論文で扱うには結論が多すぎる

• 数値計算ではなく解析的に解いているのがすごい

• パラメータの数値の妥当性は既存の研究を用いて判断していたが、特に

規模の経済においてやや無理のある理解をしていた
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